
リフォーム事業者にとっては、リフォーム工事の見積りは新築と違って、あけ
てみなければわからないという不確実な要素が多く、見積りが難しいといわれま
す。また、リフォームをしたいと思うユーザーの多くは、リフォーム事業者＝悪
質業者のイメージを持っており、『業者から提示された見積りが妥当なのかどう
か不安だ』との声が関連する団体のアンケート調査からも明らかになっています。
本講習会では、リフォーム工事特有の見積書作成のポイントを解説しながら、
施主に信頼される見積書の作り方、ポケット版リフォームの上手な活用法につい
て説明します。
自社の見積書を見直す絶好の機会ともなりますので、受講をお勧めいたします。

「建築士会 ＣＰＤ 制度」プログラム認定
「建築ＣＰＤ情報提供制度」プログラム認定

（３単位）
（３単位）

（申請中）

（申請中）

関係部署に回覧をお願いします。

平成２４年１月

開 催 の ご 案 内

『木造住宅リフォーム工事の見積り』講習会

主　催：財団法人  経済調査会

開催日：平成24年3月2日(金) 13:00 ～ 16:40

会　場：財団法人 経済調査会 4階大会議室

後　援：財団法人  住宅リフォーム・紛争処理支援センター
一般社団法人　住宅リフォーム推進協議会
一般社団法人　日 本 増 改 築 産 業 協 会
一般社団法人　工 務 店 サポートセンター

（順不同）



 
開催日時 定員 会場名・住所・問い合わせ先 申 込 み 先 

平成24年3月2日（金） 

13：00～16：40 

（受付 12：30～） 

８０名 

（財）経済調査会 ４階 大会議室 

東京都中央区銀座5-13-16 東銀座三井ビル 

（財）経済調査会 第一業務室 

ＴＥＬ 03-3542-9291 

（財）経済調査会 

 第一業務室 

FAX:03-3543-1904 
 

◇受講対象者◇ 木造住宅のリフォーム工事の受注に関し、相談・営業・見積りに携わる方 
 

◇講  師◇ 

・積算資料ポケット版リフォーム 発行元 財団法人経済調査会 住宅情報事業部 

・消費者見積り相談業務実施団体 財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センター

・住宅リフォーム支援制度ガイドブック 発行元 一般社団法人住宅リフォーム推進協議会 

◇受 講 料◇  無料  

◇テキスト◇ 

『積算資料ポケット版 リフォーム2012』（平成23年10月発刊） 

定価 3,600円（税込） A5判688頁 
 

 

※ 本書を使って講習いたしますので、お持ちの方はご持参ください。 

お持ちでない方は、受講申込書に必要部数をご記入の上、ご注文ください。 

※ なお、『住宅リフォーム支援制度ガイドブック』、『リフォーム工事の廃棄物正しい処理方法』の

最新版冊子を受講者全員に配布いたします。 

◇申込方法・締切◇ 

申込書に必要事項をご記入の上、ＦＡＸにてお申込みください。定員（80名）になり次第、 

締め切らせていただきますので、お早めにお申し込みください。 

■そ の 他■ 

①お申込み受付後、受講者証と会場地図を送付いたしますので、当日ご持参ください。 

②テキスト、お申し込みいただいた参考図書は、当日配布いたします。 

③当日ご欠席の場合、テキストを送付いたします。 

お振込後のご返金は出来かねますのでご了承ください。 

＜プログラム＞ 
時 間      演 題          

 12:30～ 受 付 開 始 

 13:00 開 会 

(1) 13:05～13:40 
 

(2) 13:40～14:50 
 
 
 
 
 

(3) 15:00～15:50 
 
 

(4) 16:00～16:30 
 

(5) 16:30～ 
 
 

（１）リフォーム工事見積書の実際  
 ・信頼される見積書とは：実例から学ぶクレームの多い見積書 

（２）リフォーム工事の見積りの特徴 
 ・新築との違い 
 ・段階に応じた見積り 
 ・規模に応じた見積り 
 ・リフォームに適した見積り手法 
 ・最近の見積り事情 

（３）積算資料ポケット版リフォームの活用 
 ・ポケット版の掲載価格：利用上のポイントや注意点 
 ・諸経費、廃材処理費の実際 

（４）業務に役立つ「住宅リフォーム支援制度」 
 ・減税の制度を解説（住宅リフォーム支援制度ガイドブックを使用） 

（５）希望者の見積書をチェック 
 （自社の見積書をご持参ください。お預かりしてチェックコメントを付

けて返却します。） 

 16:40 閉 会 

(注)講師、演題及び時間割については、都合上変更になる場合があります。 

質疑応答の時間を設けます。休憩は適宜設けます。 



【テキストのご案内】

会 場 案 内 図

財団法人 経済調査会
4階 大会議室
東京都中央区銀座5-13-16 東銀座三井ビル
TEL：０３－3542－9291
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使用テキスト　積算資料 ポケット版シリーズ　リフォーム2012

住宅・店舗の部位別工事単価
リフォーム費用の相場や目安を知るのに最適

＜主な内容＞
●見積りチェックに便利な部分別・部位別見積り単価を詳細に掲載。
●解体や撤去、補修工事などリフォーム特有の単価、諸経費の解説も充実。信頼される
見積書作成に必須。

●㈶住宅リフォーム・紛争処理支援センターが悪質リフォームの防御対策資料に本書を
採用。リフォーム相談員の必携資料。

＜特集＞
「安心・安全工事」をテーマにした特大号！
● 耐震補強工事・地盤沈下修正工事・バリアフリー工事費を徹底調査
●施主が抱く不安を払拭するために「相談例に学ぶ こんな見積書では信用されない!」も掲載

＜主要目次＞
設計・見積り実例／リフォーム工事の特徴／概算見積り／点検・調査／解体／仮設／建物
移動／基礎／屋根／外壁／内装（床）／内装（壁・天井）／建具・開口部／外構／キッチン／
浴室／洗面室／トイレ／設備／算出例／工事関連情報／建材ガイド（PR）／参考資料

＜推薦＞
■ 一般社団法人 住宅リフォーム推進協議会　
■財団法人 住宅リフォーム・紛争処理支援センター
■一般社団法人 日本増改築産業協会

A5判　688頁
年1回（10月）発行
定価3,600円
（本体3,429円＋税）

東京メトロ銀座線
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東京メトロ日比谷線
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財団法人 経済調査会        第一業務室   行 

【ＦＡＸ ０３－３５４３－１９０４】 
 

『木造住宅リフォーム工事の見積り』講習会 
 

受 講 申 込 書 
 

 

申込日 平成  年    月    日 

部署名                 
会 社 名  

連
絡
担
当
者 氏 名                 

住 所 

電 話 

〒 

 

 

ＴＥＬ   （   ）        

 

電話（            ）            － 
  

出 席 者      （フリガナ） 所 属 部 課       ・ 役 職 名 

  

  

  

  

● 受講料  無 料 

● テキスト代『積算資料ポケット版 リフォーム2012』（平成23年10月発刊） 

（本書を使って講習いたしますので、お持ちの方はご持参ください） 

 

3,600円×            冊＝                円     
 
                                                          計                     円 

 

 

● テキスト代のお支払について該当するものを○で囲んでください。 
※当日は受付が大変に混み合うことが予想されますので事前のお振込をお願いいたします。 

（・前払い ・後払い）で、 
 

・三井住友銀行 銀座支店 当座０２２６０２６ 「財団法人 経済調査会 一般会計」 

・郵便振替口座  ００１６０－９－７９９９４ 「財団法人 経済調査会 一般会計口」   に、 
 

（・振込みました。 ・  月    日頃振込みます。） 
 

● 必要書類について該当するものを○で囲んでください。 

（・不要 ・経済調査会用紙）で、 見積書        通、請求書        通を（・送付 ・当日渡し）をお願いします。

《 通  信  欄 》  
   

 

     

ご記入いただいたお名前、住所、電話番号等は、今後、経済調査会発行の雑誌・書籍・電子媒体及び講習会等のご案内やアンケートの依頼の際 

に使わせていただくことがございます。ご了承ください。また、ご記入いただいた内容についての照会、修正等につきましては、お問合せ先まで 

ご連絡ください。なお、送本等一部の業務については、守秘義務を含む業務契約を締結した協力会社に委託することがあります。 




